
別紙 

解体事業者の皆様へ 

 

建築物を解体する際には、浄化槽が埋設されていないか今一度確認をお願いします。 

  

使用が廃止された浄化槽内に残存する汚泥等は、『一般廃棄物』に該当します。 

当該汚泥等を流出、地下浸透させる行為は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以

下「廃掃法」という。）第１６条（不法投棄）の規定により禁止されています。 

罰則：５年以下の懲役若しくは１０００万円以下の罰金 

    法人の場合は３億円以下の罰金 

 

 

○解体の見積もりをする際に・・・・・・ 

  ・施主に浄化槽の有無を確認してください。 

  ・浄化槽がある場合は、浄化槽の撤去工事前に浄化槽内の汚泥等を適正に処理（清掃）

する必要があります。 

  ・一般廃棄物処理業の許可を有する者（以下「一般廃棄物処理業者」）でなければ清

掃を行うことはできませんので、一般廃棄物処理業者へ連絡してください。 

  ・清掃の委託は、施主が一般廃棄物処理業者に直接行う必要があります。 

・解体事業者は、解体工事費に清掃に係る費用を含めることはできませんので注意し

てください。 

※一般廃棄物処理業者については、解体工事現場の市町村役場へ確認してください。 

 

○解体工事を実施する際に・・・・・・ 

  ・マンホールがある場合は、浄化槽でないか確認してください。 

  ・見積時に確認できていない浄化槽がある場合は、一般廃棄物処理業者に連絡し清掃

が完了しているか確認してください。 

  ・清掃が完了していない場合は、施主に一般廃棄物処理業者へ清掃を委託するよう依

頼し、清掃が完了した後、撤去工事に着手してください。 

 

○清掃が完了したら・・・・・・ 

  ・施主に「浄化槽廃止届」を提出する必要があることを伝えてください。 

 



○浄化槽の撤去の際に・・・・・・ 

  ・清掃後の浄化槽の本体については、雨水貯留槽等として有効活用する場合などを除

き、撤去時に排出される『産業廃棄物』に該当します。 

・当該産業廃棄物の排出事業者は解体工事の元請け業者です。 

・浄化槽内に土砂等を投入し、地下に残置させる行為は、廃棄物処理法第１６条（不

法投棄）の規定により禁止されています。その他の地下工作物についても、有効活

用せず地下に残置する行為は同様に禁止されています。 

 

 

 

 ○浄化槽内の汚泥の適正処理に関すること、一般廃棄物処理業者に関すること 

  各市町村役場 廃棄物担当課 

 

 ○浄化槽法に関すること、産業廃棄物の処理に関すること 

  岐阜県環境生活部廃棄物対策課 ０５８－２７２－１１１１（内２７１６） 

  岐阜地域環境室        ０５８－２７２－１９２１ 

  西濃県事務所環境課      ０５８４－７３－１１１１（内２２４） 

  揖斐県事務所環境課      ０５８５－２３－１１１１（内２１１） 

  中濃県事務所環境課      ０５７５－３３－４０１１（内２１５） 

  可茂県事務所環境課      ０５７４－２５－３１１１（内２１８） 

  東濃県事務所環境課      ０５７２－２３－１１１１（内２１４） 

  恵那県事務所環境課      ０５７３－２６－１１１１（内２１６） 

  飛騨県事務所環境課      ０５７７－３３－１１１１（内２２３） 

 

問 い 合 わ せ 先 


